
（単位：　千円）

2019.3.31 2020.3.31 2019.3.31 2020.3.31

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流動資産 5,276,960 5,907,921 流動負債 2,348,167 2,361,574

　　現金及び預金 23,539 5 　　電子記録債務 434,365 418,149

　　受取手形 32,887 52,010 　　買掛金 1,154,887 1,337,519

　　売掛金 1,311,407 1,446,492 　　未払金 126,339 21,724

　　製品 310,475 264,658 　　未払費用 331,953 301,537

　　仕　掛　品 211,318 183,088 　　未払法人税等 15,344 7,000

　　原材料及び貯蔵品 1,176,744 1,133,670 　　未払消費税等 91,887 100,620

　　前払費用 5,770 5,633 　　預り金 34,318 3,085

　　未収入金 46,133 94,980 　　賞与引当金 158,000 170,852

　　有償支給未収入金 1,153,250 770,762 　　その他 1,070 1,083

　　未収還付法人税等 0 8,815 固定負債 19,307 13,617

　　預け金 1,001,963 1,946,908 　　退職給付引当金 19,307 12,937

　　その他 4,391 1,818 　　リース工具備品未払金 0 679

　　貸倒引当金 △ 923 △ 923 負　　債　　合　　計 2,367,474 2,375,191

固定資産 2,906,396 2,386,623 （純資産の部）

　有形固定資産 2,628,001 2,170,718 株主資本 5,813,523 5,918,874

　　建物及び構築物 1,259,250 1,203,105 　　資本金 450,000 450,000

　　機械装置及び運搬具 807,008 571,542 　　資本剰余金 254,813 254,813

　　工具器具及び備品 97,714 90,276 　　　　その他資本剰余金 254,813 254,813

　　土地 294,295 294,295 　　利益剰余金 5,108,709 5,214,060

　　建設仮勘定 169,734 11,499 　　　　利益準備金 112,500 112,500

　無形固定資産 99,747 70,649 　　　　その他利益剰余金 4,996,209 5,101,560

　　ソフトウェア 96,468 68,718 　　　　　　繰越利益剰余金 4,996,209 5,101,560

　　ソフトウェア仮勘定 2,200 960 評価・換算差額等 2,359 480

　　その他 1,079 971 　　繰延ヘッジ損益 2,359 480

　リース資産 0 1,007

　投資その他の資産 178,647 144,248

　　繰延税金資産 178,458 144,071

　　その他 188 177 純　資　産　合　計 5,815,882 5,919,354

資　　産　　合　　計 8,183,356 8,294,545 負債・純資産合計 8,183,356 8,294,545

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表

科　　　　目 科　　　　目
金額金額

（2020年3月31日現在）

 



 

 

注 記 表 

２０１９年 ４月 １日から 

２０２０年 ３月３１日まで 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産・・・・・・・・・・・総平均法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産・・・・・・・・定額法 

(2)無形固定資産・・・・・・・・定額法 

 

３．重要な引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度末までに発 

生していると認められる額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

に基づき計上しております。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

(15年)により、発生の翌事業年度により定額償却しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．連結納税制度の適用 

パナソニック株式会社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用しております。 

 

６．計算書類の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。  

 

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額  4,077,821千円 

２．関係会社（親会社）に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権       3,301,978千円 

短期金銭債務          293,944千円 

 
１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額   6,239円 17銭 

２．１株当たり当期純利益   111円 04銭 

 

当期純損益金額 

105,351 千円 


